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中期財政収支見通し 2023 

令和 5年度（2023年度）～令和 14年度（2032年度） 

１ 作成の趣旨 

財政収支見通しは、現在の財政状況を踏まえ、現時点で見込みうる人口推計、地方財政制度等

から、一定条件のもとで将来の収入見込みと財政需要を推計したもので、市の事業計画の実現性

を検証するとともに、健全な財政運営の指針とするものです。 

本市では、地方交付税等の急激な減少や財政収支見通しにおいて大幅な収支不足が見込まれた

ことなどから、厳しい財政状況にあってもまちづくりを下支えする財政基盤を確保できるよう、

市民の皆さまのご協力もいただきながら歳出を市税収入などの歳入に見合ったものとし、基金に

依存しない財政構造に転換するための取り組みを進めてきました。その後、事業費が具体化した

大規模投資事業や公共施設に係る個別施設計画の策定等を踏まえて、前回、R4年 6月公表の「中

期財政収支見通し 2022」では、10年間の収支不足額を 3.7億円と見込んでいました。 

 

今回の「収支見通し 2023」は、実施計画・時期等調査検討中ではありますが、現時点で見込

みうる手法及び概算により想定しうる大規模投資事業を見込んだうえで算定の更新を行うもの

です。 

今後の本市においては、まちの成熟など社会の変化に対応しながら、第 5次三田市総合計画に

掲げる施策を推進する中で、まちの活力を維持・増進させるような基盤整備等をいかに実現する

かが重要な課題であり、その実施にあたっては、中長期的な視点から実施条件や時期等を見極め

る必要があります。財政収支見通しでは、こうした財政需要を可能な限り反映した見積もりを作

成することで、R6年度予算編成や以降の財政運営における基礎的な前提とします。 

 

 

作成年度 2023年度

期間 10年間

収支

累積額
▲47.3億円
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・
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項

　将来に向けて必要な投資事

　業への財政的対応を検討し、

　中長期にわたる健全な財政

　運営を行うための基礎資料と

　する。

　　■市民病院再編統合

　　■小中学校再編

　　■電気代高騰　　の反映

中期財政収支見通し2023の概要
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２ 算定基礎等 
○  R5年度（2023年度）から R14年度（2032年度）までの 10年間の収支 

○ 普通会計による一般財源ベースで作成 

    ※一般財源とは、市税や地方交付税、地方譲与税・交付金など使途が特定されていない歳入の総称です。財政収支見通しは、国県支出金などの特定財源を除き、市の

実質的な負担が必要な歳出の規模を見込むことが目的であることから、基金繰入金及び前年度繰越金を加えた「一般財源等」をベースに算定しています。 

○ 地方交付税などの地方財政措置は、地方財政計画や税制改正など現行制度を反映。普通交付税及び臨時財政対策債については本市の決定実績等

も考慮 

○ 費目ごとに R4年度決算見込み、R5年度当初予算及び決算見込みを反映。R6年度以降は、現行サービス水準の維持を基本に個別事情等を踏まえ

て増減要因を考慮 

○ 人口基礎は、第 5 次三田市総合計画（R4～R13）における推計人口（＝兵庫県将来推計人口に準拠した推計）を用いる。総合計画では 5 年ごと

の推計値が示されているため、本見通しの算定年度及び年齢階層に応じた換算等を行った。 

 

 

３ 今回の特徴的な算定要素（投資経費等に関する条件設定） 
(1) 共通事項 

○  投資的経費は、各事業に想定される国県支出金や地方債など他の充当財源を差し引いて一般財源額を算出。なお、事業費は各事業計画どおりの

年度に計上するものとし、財政負担の平準化を考慮した実施時期の調整等は行っていない。 

○ 債務（地方債）残高は、既発債に加え新規の投資事業実施による発行及び償還を反映。基金のうち、特定目的基金は設置趣旨に基づいた積立及

び取崩しを想定。財政調整基金は実質収支が黒字の場合のみ積立を反映 

(2) 個別施設計画及びインフラ各長寿命化計画等の反映 

○ 「三田市公共施設個別施設計画（R3 年 3 月）」、その他各所管施設更新計画等に基づき、建物施設及びインフラ施設の保全に係る各年度の負担額

を算出することで、今後中長期に切れ目なく対応が生じる公共施設等マネジメントの需要を把握し反映した。 

(3) 大規模投資事業等 

○ 詳細な内容等が未確定（＝「個別施設計画」等に未計上）であるものの、R14 年度までに実施を予定する大規模事業として、次の考え方により

計上した。 

【前回の収支見通し 2022に見込んだ事業を精査・更新したもの】 

「市立幼稚園再編」、「三田駅前Ｃブロック地区再開発事業（整備する公益的施設について設計、整備費等を追加）（R7年度竣工予定）」、「新ごみ処

理施設整備事業（R10年度稼働予定）」の所要経費を見込む。 
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【今回の収支見通し 2023から新たに反映を図ったもの】 

「市民病院再編統合」：「R4年 12月基本構想」時点の整備費用試算に基づく繰出金（R10開院後の企業債償還）を想定 

「小中学校再編」：上野台八景新設中学校、フラワータウン内の小学校改修・解体ほか策定期間内（R5～R14）に最短で実施した場合の経費 

※再編対象外の小中学校の大規模改修に要する経費は、個別施設計画での考え方に基づき計上しています。 

「総合文化センター」：PFI手法による設計、施設改修経費を想定 

「第三テクノパーク」：測量、基本設計、公共負担金ほか関連経費を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「市民病院再編統合」に係る経費は繰出金となるため、投資的経費ではありませんが、上記の表には含めています。 

 

 

 

【投資的経費（一般財源ベース）】 （百万円）

区分 対象事業 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 計(R5-14)

個別施設計画分 公共施設 378 363 102 126 52 39 163 129 8 18 1,377

道路・橋梁 149 188 185 181 177 175 176 176 153 153 1,712

公園 12 10 10 10 10 25 10 10 10 10 117

新ごみ処理施設整備 0 61 215 725 937 129 163 0 0 0 2,230

駅前Cブロック再開発 79 75 120 37 5 0 0 0 0 0 316

第三テクノパーク 33 0 0 0 48 10 10 125 125 125 476

総合文化センター 0 0 28 28 28 28 28 28 28 28 224

小中学校再編 9 75 263 244 163 190 523 865 192 300 2,824

市民病院再編統合 0 0 0 3 22 104 161 659 664 723 2,336

通常事業分 その他全て 306 410 354 259 253 202 202 202 202 202 2,592

合計 966 1,182 1,277 1,614 1,695 902 1,436 2,194 1,381 1,558 14,205

インフラ

大規模事業
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■ 公共施設の整備等に対する基金の活用について 

以上の投資事業等に対応した財政運営を行うため、令和元年度から実施している「公共施設等整備基金への定額積立て」を継続すると 

ともに、新ごみ施設分は事業実施年度にまとめて、その他分は毎年度一定規模を取り崩す想定として収支等に反映。【下表】 

※新ごみ処理施設整備など財政負担が大きい大規模投資事業の実施年度は取崩し額を増額し、R10 年度以降は積立と同額程度の 3 億円を取り崩す想定としています。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 物価高騰の影響 

R4年度以降の電気代等物価高騰が引き続き見込まれるものとし、電気代高騰分として物件費に年 1.5億円を加算して計上。 

 

 

 

 

 

 

 

【公共施設等整備基金における積立て・取崩しの想定】 （百万円）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

公マネ財源分 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300

その他（駐車場償還、利息） 0 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18

個別施設計画充当分 0 107 100 100 100 100 300 300 300 300 300

新ごみ処理施設充当分 0 0 61 215 725 937 129 163 0 0 0

1,526 1,736 1,893 1,896 1,389 669 558 412 430 447 465

項目

 差引基金残高

取崩

積立



 

5 

４ 算定結果（財政収支の見通し） 

(1) 歳入 

 

◆市税は、個人市民税の納税義務者数については人口推計の増減率を反映、R6 年度以降の個人市民税の所得割については一人当たりの

税額を前年比 1％減で見込み、R14年度には 164億円程度（R3年度決算[177億円]対比で約 13億円減）を見込みます。 

◆地方交付税・臨時財政対策債（以下、「地方交付税等」。）は、市税収入の減少や公債費の増等を受けて増加基調により見込みます。 

◆その他収入のうち、基金繰入金では、新ごみ処理施設整備事業に伴う取り崩し分として R6年度から R11年度に合計 22億円の繰り入

れを見込みます。また、公共施設の改修等に係る取り崩し分として合計 20億円の繰り入れを見込みます。 

◆歳入全体（一般財源ベース）は、R3年度決算額 280億円から R14年度 261億円まで逓減する見通しとなります。 

 

（億円） 
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(2) 歳出 

 
＜義務的経費＞ 

◆人件費は、職員の年齢構成の平準化を図るため、R8年度まで一時的な増加を見込みます。 

◆扶助費は、子育て施策や障害福祉施策、生活保護費の増加等により R14年度まで増加基調で見込んでいます。 

◆債務償還金（公債費）は、ニュータウン開発に伴う立替施行償還金の返済が終了する一方、新ごみ処理施設や小中学校再編の整備や公

共施設の改修等による新たな市債償還の増加を見込みます。 

 

（億円） 
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＜行政経費・他会計支出金＞ 

◆企業会計への支出金のうち、市民病院事業会計への支出金は現施設の整備に係る企業債償還が終了する R7年度以降は大きく減少しま

すが、新統合病院整備に伴う企業債償還開始による支出金により再び増加する見込みとなります。水道・下水道事業会計への支出金

は、R10 年度までは合わせて 6 億円台での推移を見込み、R11 年度以降は下水道事業において企業債償還の終了により逓減する見通

しとなります。 

◆特別会計への繰出金は、高齢化に伴って介護保険事業特別会計及び後期高齢者医療事業特別会計に対する繰出増加を見込み、R14 年

度には国民健康保険事業特別会計を加えた 3会計全体に対する繰出として約 40億円（R3年度決算[26億円]対比で約 14億円増）を見

込んでいます。 

◆積立金は、新ごみ処理施設整備や公共施設マネジメントに対応するための財源をあらかじめ継続して積み立てる計画などにより、R5

年度以降は 4億円から 9億円の規模で推移することを見込みます。 

 

＜投資的経費（立替施行償還金を除く）＞ 

◆投資的経費（普通建設事業費）は、R5 年度以降、三田市公共施設個別施設計画に計上された対象経費などに基づき見込んでいます。

また、R8 年度から R9 年度にかけては新ごみ処理施設整備、R12 年度以降に小中学校再編に係る経費により一般財源事業費の総額が

大きく増加し、ピークの R9年度には 17億円（R3年度決算[9億円]対比で 8億円増）の規模となります。 

 

＜全体＞ 

◆歳出全体（一般財源ベース）は、262～277億円の規模で推移する見通しとなります。 
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(3) 前年度繰越額を除く単年度収支 

 
 

◆R5年度の歳入から歳出を差し引いた収支は、財政調整基金の取り崩しにより、約 9億円の黒字を確保する見込みです。 

◆R5年度以降は、算定期間を通して人口減少等による市税収入の減少、高齢化に伴う介護保険事業や後期高齢者医療事業など特別会計

への繰出金や扶助費の増加、公共施設の更新・改修に係る経費の増高等による厳しい財政状況が予想され、R6年度以降は収支不足を

見込んでいます。一旦 R6 年度末で市民病院の現施設の整備に係る企業債償還が終了し、R7 年度以降は繰出金が 7～8 億円減少する

ため R8年度は単年度収支がほぼ均衡する見込みですが、新ごみ処理施設や小中学校の再編整備に伴う地方債償還など公債費及び新統

合病院整備に伴う企業債償還開始による繰出金が増加する R9年度以降は再び収支不足となる見通しとなっています。 
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(4) 債務残高 

◆普通会計の債務は、地方債の借入債務やニュータウ

ン開発に伴う立替施行償還債務の返済が進むことで

減少しており、R4年度末の残高は 318億円です。 

◆今後は、老朽化が進む公共施設等の改修や新ごみ処

理施設整備、駅前再開発事業、第三テクノパーク建

設、小中学校再編などの大規模投資に伴う起債が重

なることで再び増加に転じ、R12 年度には 598 億円

となりピークを迎える見込みです。 

 

 

(5) 基金残高 

◆普通会計に属する基金は、近年維持回復を図ること

ができており、R4 年度末の総保有額は約 99 億円で

す。財政調整基金は H30 年度末には 28 億円まで減

少していましたが、災害の発生や急激な景気悪化な

どの不測の事態に備えるため、約 44億円まで回復を

図りました。 

◆公共施設等整備基金は、H30 年度末には 3 億円まで

減少しましたが、今後の投資に伴う財政負担の急増

に備えるため、約 15億円まで回復を図りました。今

後、R8～R9年度にまとめて取り崩す予定であり、以

降は残高が 4～5億円で推移する見込みです。 

◆その他の特定目的基金は目的に応じた取り崩しを継

続しますが、文化振興基金は実質的に枯渇しており、

ニュータウン施設整備管理基金は R7年度に、市民活

動基金は R9年度に残高が 0になる見込みです。 

  

（億円） 
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５ 課題と今後の取り組み 

期間内の収支不足については、財政調整基金等をもって対応することが可能ですが、R15 年度以降の長期のまちづくりを見据えると、期末

の R14 年度時点においてもなお健全な財政基盤を維持している必要があります。そのため、その実現に向けた課題を明確にし、課題解決に向

けた取り組みを行うことが不可欠です。 

 〈課題〉 

① R11年度までの経常的な赤字の解消 

② R12年度から増加する公債費への対応 

 〈課題解決の方向性と主な取り組み〉 

   ◆歳入の強化 

    ・税財源強化、新たな税外収入の獲得 

・遊休資産や土地等財産の売却や貸付、公共施設跡地の有効活用 

   ◆歳出の最適化 

    ・公民連携の推進 

    ・受益者負担の適正化 

    ・市単独事業等の精査 

    ・常に時代のニーズに適応した施策・事業の組み替えを図るための手順等の確立 

   ◆大規模投資事業等に係る経費把握と抑制 

    ・公共施設マネジメントの推進 

    ・インフラ関連経費やシステム関連経費の見直し 

    ・公共施設等整備基金への積立ルールの見直し 

    ・市債発行規模及び公債費負担に係る指標の設定 

    これら課題解決に向けた取り組みについては、R6年度予算編成や「未来投資戦略」策定の中で具体化していきます。 
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６ 最後に 

収支見通し 2023から新たに反映した大規模投資事業については、将来的な市民の安心の確保やまちの魅力の維持を図るうえで、いずれも先

送りすることのできない取り組みとして実施しようとするものです。 

その際、市民病院における医師確保が可能な規模・機能への拡張的な建替えや、小中特別支援学校における児童生徒数に応じた教育環境の

確保を必須の前提とするならば、再編統合等を進めていくことは、これら取り組みを行わない場合と比べ、長期的な財政負担の観点において

も最も適切と考えられるものです（次表）。このことは、再編統合等が地域医療や学齢期の教育のためだけでなく、全ての公共サービスの維持・

向上につながる取り組みであることを意味します。 

 

【長期的な財政負担のイメージは…】 

●市民病院   

・現在地での建替え 

・現行水準での経営支援（繰出金等） 
＞ ・再編統合を活用した建替え 

・統合により効率化された経営への支援 

 

●小中特別支援学校 
  

・全ての学校施設を継続するための 

大規模改修 

（※建築時期が集中しているため改修も集中） 

・現状規模での維持管理等コスト 

＞ 

・再編に伴う新設・改修・解体等 

・存続する学校施設の大規模改修 

 

・管理規模縮減後の維持管理等コスト 

 

 

大規模投資の取り組みにより、当面の財政運営は厳しくなりますが、三田市の未来を考えるとき、急性期医療の確保や子どものための望まし

い環境の確保は欠かすことができません。上記５に掲げる課題解決に向けた取り組みを着実に推進し、「持続可能な財政基盤の強化」と「市民

の幸福度を高めるまちづくり」の両方を各年度の予算に具体化し実行することで、行政と市民が一体となり、本市が直面する課題を乗り越えて

いく必要があります。これにより、誰もが暮らしやすく住み続けたいまちの実現に向けた取り組みを進めていくものとします。 

 



　　（単位:百万円）

元年度
決算

2年度
決算 増減

3年度
決算 増減

4年度
見込み 増減

5年度
推計 増減

6年度
推計 増減

7年度
推計 増減

8年度
推計 増減

9年度
推計 増減

10年度
推計 増減

11年度
推計 増減

12年度
推計 増減

13年度
推計 増減

14年度
推計 増減

18,055 17,717 △ 338 17,677 △ 40 17,687 10 17,625 △ 62 17,487 △ 138 17,440 △ 47 17,324 △ 116 17,091 △ 233 16,966 △ 125 16,845 △ 121 16,696 △ 149 16,571 △ 125 16,446 △ 125

2,824 3,233 409 3,781 548 3,625 △ 156 3,680 55 3,704 24 3,704 0 3,704 0 3,704 0 3,704 0 3,704 0 3,704 0 3,704 0 3,704 0

325 327 2 333 6 332 △ 1 327 △ 5 331 4 331 0 331 0 331 0 331 0 331 0 331 0 331 0 331 0

1,818 2,236 418 2,429 193 2,501 72 2,550 49 2,550 0 2,550 0 2,550 0 2,550 0 2,550 0 2,550 0 2,550 0 2,550 0 2,550 0

4,361 4,322 △ 39 4,412 90 4,239 △ 173 4,010 △ 229 4,169 159 3,867 △ 302 3,758 △ 109 3,985 227 4,205 220 4,438 233 4,963 525 4,792 △ 171 4,868 76

2,963 2,927 △ 36 3,541 614 3,721 180 3,721 0 3,629 △ 92 3,374 △ 255 3,282 △ 92 3,474 192 3,660 186 3,856 196 4,300 444 4,155 △ 145 4,219 64

1,398 1,395 △ 3 871 △ 524 518 △ 353 289 △ 229 540 251 493 △ 47 476 △ 17 511 35 545 34 582 37 663 81 637 △ 26 649 12

1,272 1,325 53 2,085 760 2,830 745 3,026 196 2,197 △ 829 1,108 △ 1,089 1,328 220 1,386 58 712 △ 674 618 △ 94 38 △ 580 -1,153 △ 1,191 -2,166 △ 1,013

0 0 0 0 877 0 0 0 0 0 0 0 0 0

258 185 204 333 698 672 873 1,287 1,320 691 736 578 595 560

437 486 1,014 681 493 419 419 419 419 513 504 503 503 503

577 654 867 1,816 958 1,106 -184 -378 -353 -492 -622 -1,043 -2,251 -3,229

26,512 26,597 85 27,955 1,358 28,381 426 28,341 △ 40 27,557 △ 784 26,119 △ 1,438 26,114 △ 5 26,166 52 25,587 △ 579 25,605 18 25,401 △ 204 23,914 △ 1,487 22,852 △ 1,062

13,521 13,998 477 13,840 △ 158 13,999 159 13,882 △ 117 13,927 45 13,556 △ 371 13,563 7 13,591 28 13,808 217 13,829 21 14,091 262 14,222 131 14,414 192

6,468 7,239 771 7,424 185 7,732 308 7,824 92 7,911 87 7,943 32 8,007 64 7,994 △ 13 7,915 △ 79 7,782 △ 133 7,713 △ 69 7,533 △ 180 7,437 △ 96

2,503 2,305 △ 198 2,377 72 2,509 132 2,446 △ 63 2,469 23 2,491 22 2,516 25 2,544 28 2,573 29 2,606 33 2,614 8 2,628 14 2,641 13

4,550 4,454 △ 96 4,039 △ 415 3,758 △ 281 3,612 △ 146 3,547 △ 65 3,122 △ 425 3,040 △ 82 3,053 13 3,320 267 3,441 121 3,764 323 4,061 297 4,336 275

市債償還金 3,780 3,776 3,682 3,529 3,447 3,393 3,091 3,028 3,042 3,316 3,441 3,764 4,061 4,336

立替施行償還金 770 678 357 229 165 154 31 12 11 4 0 0 0 0

6,835 6,210 △ 625 6,459 249 7,183 724 7,093 △ 90 7,400 307 6,775 △ 625 6,331 △ 444 6,324 △ 7 6,551 227 6,376 △ 175 6,361 △ 15 6,551 190 6,636 85

4,746 4,216 △ 530 4,320 104 4,904 584 5,167 263 4,951 △ 216 4,895 △ 56 4,590 △ 305 4,703 113 4,948 245 4,802 △ 146 4,784 △ 18 4,951 167 5,058 107

988 1,015 27 1,107 92 1,069 △ 38 1,026 △ 43 1,024 △ 2 1,124 100 1,099 △ 25 979 △ 120 992 13 981 △ 11 985 4 1,010 25 988 △ 22

258 222 △ 36 200 △ 22 212 12 208 △ 4 486 278 370 △ 116 256 △ 114 256 0 231 △ 25 214 △ 17 213 △ 1 211 △ 2 211 0

843 757 △ 86 832 75 998 166 692 △ 306 939 247 386 △ 553 386 0 386 0 380 △ 6 379 △ 1 379 0 379 0 379 0

5,100 5,124 24 4,921 △ 203 4,907 △ 14 5,294 387 5,232 △ 62 4,889 △ 343 4,962 73 5,070 108 5,052 △ 18 5,167 115 5,665 498 5,652 △ 13 5,700 48

1,699 1,699 1,699 1,699 1,700 1,463 999 977 981 865 890 1,351 1,318 1,339

869 857 615 605 666 683 671 646 631 604 574 491 430 376

2,532 2,568 2,607 2,603 2,928 3,086 3,219 3,339 3,458 3,583 3,703 3,823 3,904 3,985

402 398 △ 4 919 521 1,334 415 966 △ 368 1,182 216 1,277 95 1,611 334 1,673 62 798 △ 875 1,275 477 1,535 260 717 △ 818 835 118

25,858 25,730 △ 128 26,139 409 27,423 1,284 27,235 △ 188 27,741 506 26,497 △ 1,244 26,467 △ 30 26,658 191 26,209 △ 449 26,647 438 27,652 1,005 27,142 △ 510 27,585 443

654 867 1,816 958 1,106 △ 184 △ 378 △ 353 △ 492 △ 622 △ 1,042 △ 2,251 △ 3,228 △ 4,733

416 576 1,580 511 880 △ 737 △ 194 25 △ 138 △ 129 △ 420 △ 1,208 △ 977 △ 1,503
前年度実質収支分を除く

単年度収支

歳出合計　（B)

収支差引額　歳入（A）- 歳出（B）

積立金

他会計支出金

市民病院会計

水道、下水道会計

国民健康保険、介護保険、後期
高齢医療会計他

投資的経費 （普通建設事業費）

歳入合計 (A)

歳

出

義務的経費

人件費

扶助費

債務償還金（公債費）

行政経費 

物件費

補助費

臨時財政対策債・減収補てん
債

維持補修費、貸付金

その他収入
財政調整基金繰入金・減債基
金繰入金

特定目的基金繰入れ

諸収入他

繰越金
（または前年度繰上充用金）

財政収支見通し（普通会計　一般財源ベース　　令和5～14年度） 別表

項目

歳

入

市税

地方譲与税・交付金

うち 地方譲与税

うち 地方消費税交付金

地方交付税・臨時財政対策債

普通・特別地方交付税

新ごみ処理施設整備のための基金とりくずし（Ｒ6－Ｒ11 ）

新ごみ処理施設整備 （Ｒ6－Ｒ11 ） 学校再編 R11～

新病院繰り出し本格化 R12～

前年度収支不足額は翌年度歳入の繰上充用により対応しています



　　（単位:百万円） 　　（単位:百万円）

元年度
決算

2年度
決算

3年度
決算

4年度
見込み

5年度
推計

6年度
推計

7年度
推計

8年度
推計

9年度
推計

10年度
推計

11年度
推計

12年度
推計

13年度
推計

14年度
推計

258 185 204 333 1,575 672 873 1,287 1,320 691 737 578 595 560

0 0 0 0 877 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

258 185 204 333 698 672 873 1,287 1,320 691 737 578 595 560

100 0 0 0 100 100 73 - - - - - - -

0 0 0 0 107 161 315 825 1,037 429 463 300 300 300

969 985 1,079 1,218 940 1,173 621 621 620 614 614 613 613 614

7,368 8,168 800 9,043 875 9,928 885 9,293 △ 635 9,794 501 9,542 △ 252 8,876 △ 666 8,176 △ 700 8,099 △ 77 7,976 △ 123 8,011 35 8,029 18 8,083 54

財政調整基金 3,214 3,530 3,906 4,404 3,754 4,308 4,309 4,309 4,310 4,310 4,311 4,311 4,312 4,312

減債基金 1,008 1,008 1,056 1,148 1,217 1,217 1,217 1,217 1,217 1,217 1,217 1,217 1,217 1,217

ＮＴ整備管理基金 269 273 273 273 173 73 - - - - - - - -

公共施設等整備基金 690 916 1,226 1,526 1,736 1,893 1,896 1,389 669 558 412 430 447 465

市民活動基金 162 162 162 162 127 92 56 21 - - - - - -

文化振興基金 1 1 1 1 - - - - - - - - - -

その他特定目的基金 2,024 2,278 2,419 2,414 2,286 2,211 2,064 1,940 1,980 2,014 2,036 2,053 2,053 2,089

※基金残高については、単位未満端数の影響で実残高と若干の誤差があります。

元年度
決算

2年度
決算 増減

3年度
決算 増減

4年度
見込み 増減

5年度
推計 増減

6年度
推計 増減

7年度
推計 増減

8年度
推計 増減

9年度
推計 増減

10年度
推計 増減

11年度
推計 増減

12年度
推計 増減

13年度
推計 増減

14年度
推計 増減

36,062 34,471 △ 1,591 32,926 △ 1,545 31,839 △ 1,087 32,192 353 33,280 1,088 41,864 8,584 49,146 7,282 55,305 6,159 56,406 1,101 56,487 81 59,767 3,280 59,503 △ 264 59,362 △ 141

建設事業等充当地方債 14,637 13,705 △ 932 13,225 △ 480 13,513 288 15,412 1,899 17,792 2,380 27,498 9,706 35,873 8,375 43,092 7,219 45,211 2,119 46,253 1,042 50,405 4,152 50,940 535 51,547 607

財源補てん地方債 19,915 19,876 △ 39 19,135 △ 741 17,969 △ 1,166 16,575 △ 1,394 15,432 △ 1,143 14,340 △ 1,092 13,258 △ 1,082 12,209 △ 1,049 11,195 △ 1,014 10,234 △ 961 9,362 △ 872 8,563 △ 799 7,815 △ 748

立替施行償還金 1,510 890 △ 620 566 △ 324 357 △ 209 205 △ 152 56 △ 149 26 △ 30 15 △ 11 4 △ 11 0 △ 4 0 0 0 0 0 0 0 0

※債務残高については、単位未満端数の影響で実残高と若干の誤差があります。

うちNT整備管理基金

債務残高（元金）　〔年度末〕

うち公共施設等整備基金

積立額

基金残高　〔年度末〕

債務残高の推移　［普通会計分］

項目

基金残高の推移　［普通会計分］

項目

基金繰入額

財政調整基金

減債基金

特定目的基金



算出条件

個人

・納税義務者数は人口推計の人口増減率を反映

・納税義務者1人あたりの所得割額は、R5年度1.36％減を見込み、R6年度以降は▲1％を見込む。

　※R4決算見込において、新型コロナウイルスの影響（顕著な減収）は見られなかったため、

　　回復（増収）も想定しないこととする。

法人 ・R５年度は調定見込額×収納率。R6年度以降は、横ばいと見込む。

土地
・R５年度は調定見込額×収納率。過去の評価替時の減少率を反映し、R6、R9､12年時は▲1%、以降は±0％で

見込む。

家屋
・R５年度は調定見込額×収納率。ニュータウン宅地分譲はほぼ終了したことと、減価償却が一定進んだことか

ら、減少ペース鈍化すると想定し評価替毎に▲2％を見込む。

償却資産税 R５年度は調定見込額×収納率。R6年度以降は、年▲1％を見込む。

企業誘致促進 ・企業誘致促進にかかる固定資産税減免期間終了に伴う増収を見込む。

・R5年度は予算額、その後R6年度以降は横ばいで見込む。

・喫煙率の減少傾向に伴う販売本数の減少を考慮し、R6年度以降▲1％を見込む。

基準財政需要額 ・R4年度基準額をベースに人口推計、交付税対象となる市債の増減を加味して算出

基準財政収入額 ・市税、譲与税、交付金などの見込みをベースに算出

・基準財政需要額と収入額の差をR4年度交付税算出見込みをベースに普通交付税と臨時財政対策債に按分

・R5度以降横ばいで見込む。

・R5年度以降は、R4年度決算見込み額2％増を見込む。

・森林環境譲与税については、国の交付基準に基づきR6年度まで増加後、以降は横ばいで見込む。

・それ以外については、R6年度以降は新型コロナウイルスの影響がなくなるものと想定し、以降は横ばいで見

込む。

算出条件

・R4年度見込み額をもとに、R5年度以降の退職者・新規採用者数の推移見込みを反映

・定年延長の影響を反映

・給与カット分の復元（特別職、一般職、議員）を反映

・R4年度見込み額、R5年度見込み額をもとに人口推計（各制度毎の対象年齢人口）の増減率を反映

・R4年度見込み額、R5年度見込み額をもとに、R年６度以降直近３年の増加率を反映

・R4年度見込み額、R5年度見込み額をもとに人口推計（年少人口）の増減率を反映

・R4年度見込み額、R5年度予算額をもとに人口推計の増減率や直近の伸び率等から反映

・借入済分は償還予定額を計上し、借換予定のものは予定通りの借換を見込む。

・新規発行分は、実施が決定している事業や定例的な実施事業などの発行を見込む。

・借入済分の償還予定額を計上しており、R10年度で償還が終了。

・R4年度見込み額及びR5年度見込み額をもとに、単年度事業や年度ごとの変動要因などの臨時的要素を加味し

て見込む。R4年度以降電気高騰分1.5億円増を見込む。

・現在のクリーンセンター修繕費でR6～9年度累計約3.2億円、聖苑の火葬場修繕でR6～7年度累計2.2億円を見

込む。

・上記以外は概ね横ばいを見込む。

・R4年度見込み額及びR5年度見込み額をもとに見込む。

・今後の企業債の推移見込み等をもとに見込む。

・R4年度以降は資本費平準化債の発行を見込む。

・市民病院再編統合に係る費用として、「R4.12月基本構想」時点の整備費用試算に基づく繰出し金を想定

（R10開院予定）

・R4年度見込み額、R5年度見込み額をもとにR4年度以降を横ばいで見込む。

・R4年度見込み額及びR5年度見込み額をもとに見込む。

・公共施設等整備基金では、R5年度以降も継続して新ごみ処理施設整備事業財源及び公共施設マネジメント対

応財源の積立てを見込む。

・R5年度以降に実施する個別施設計画に基づく施設改修や新ごみ処理施設整備、駅前再開発事業（Ｃブロッ

ク）、第三テクノパーク、総合文化センター、小中学校再編などの大規模投資経費を見込む。

・財源として市債を充当した場合、その償還経費は公債費に計上し、交付税算入がある場合は普通交付税の基

準財政需要額に算入する。

積立金

投資的経費

繰出金

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計
・R4年度見込み額、R5年度見込み額をもとに人口推計の増減率（75歳以上人口）を反映

介護保険事業特別会計

物件費

維持補修費

補助費

上水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

・R4年度見込み額、R5年度見込み額をもとに人口推計（65歳以上人口）の増減率を反映
生活保護費

児童福祉費

その他（児童手当等）

公債費
市債償還金

立替施行償還金

歳出

人件費

扶助費

福祉医療費助成等

障害者福祉費

高齢者福祉費

歳入

市民税

市税

普通交付税

軽自動車税

市たばこ税

固定資産税

都市計画税

臨時財政対策債

特別交付税

その他の譲与税、交付金など

地方交付税

臨時財政対策債

譲与税、交付金

など

地方消費税交付金


